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岡本日出士大東市長殿　
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国の同和対策特別法（地対財特法）が 02年 3月で終了し、行政による
同和対策事業の対象地域として法的に指定されていた「同和地区」はなく
なりました。
ところが大阪府市長会などでつくる研究会が「同和地区はなくなってい
ない」との見解をまとめ、府内市町村の「共通認識」として打ち出しまし
た。
研究会には大東市人権推進部長も名を連ねています。
大東市では、勤務実態なしの人権啓発団体職員への公金支出の状況がテ
レビや新聞各紙で報道され、市民の「同和行政終結」への期待が寄せられ
ております。議会からも予算案の減額修正が全会派一致で可決されていま
す。また、庁内的にも改善への取り組みが進められようとしています。
この時期に、時の流れに逆行するような「報告書」（案）は大東市の実
情にも沿わず、真の部落問題解決にも逆行します。
報告書案は府が 05年に実施した「人権意識調査」をあげ「同和地区に
対する府民の忌避意識の割合が増している」と断定していますが、「最後
の越えがたい壁」といわれた結婚差別で「しばしば反対」「たまに反対」
の合計は00年78.2％から05年57.5％に減少し、府民の意識は前進して
います。
この「報告書」案は特別法の失効により地区指定がなくなり、法的根拠
がないものを大阪府をはじめ、行政が「同和地区」として、復活、固定
化、永続化させ、同和行政継続化をはかることになります。
同和行政終結の声、同和問題解決をめざしてきた地域住民、府、市民の
願いを無視するもので許せるものではありません。
府市長会で報告書を撤回するよう求めます。
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６時半～　 市民要求実行委員会 総会
　７時～　　「進める会」立ち上げ
　　　　　　　　　　　　など。
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一般世帯向け　一般世帯向け　一般世帯向け　一般世帯向け　一般世帯向け　寺川７戸　朋来８戸＋１戸　南郷１戸　北新町２戸

新婚新婚新婚新婚新婚・・・・・子育て世帯向け　子育て世帯向け　子育て世帯向け　子育て世帯向け　子育て世帯向け　寺川３戸　朋来３戸

福祉世帯向け　福祉世帯向け　福祉世帯向け　福祉世帯向け　福祉世帯向け　寺川１１戸　朋来１戸＋１２戸＋２戸　南郷２戸　

北新町２戸

親子近居向け　親子近居向け　親子近居向け　親子近居向け　親子近居向け　　寺川１戸　朋来１戸

　　　　　　　　　　　＊申し込み書あります　お気軽に日本共産党議員へ


